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利益率 ［単位：％］

種　　類 平成21年3月期 平成22年3月期
総 資 産 経 常 利 益 率 0.02 0.18
純 資 産 経 常 利 益 率 0.64 5.61
総 資 産 当 期 純 利 益 率 0.00 0.08
純 資 産 当 期 純 利 益 率 0.29 2.62

単体自己資本比率［国内基準］

［単位：百万円］

項　　目 平成21年3月期 平成22年3月期

基
本
的
項
目
（
Ｔ
ｉ 

ｅ
ｒ 

１
）

資 本 金 8,233 8,233
う ち 非 累 積 的 永 久 優 先 株 — —

新 株 式 申 込 証 拠 金 — —
資 本 準 備 金 6,154 6,154
そ の 他 資 本 剰 余 金 5 4
利 益 準 備 金 2,078 2,078
そ の 他 利 益 剰 余 金 6,193 6,384
そ の 他 — —
自 己 株 式 （ △ ） 59 61
自 己 株 式 申 込 証 拠 金 — —
社 外 流 出 予 定 額（ △ ） 237 236
その他有価証券の評価差損（△）（注1） — —
新 株 予 約 権 — —
営 業 権 相 当 額（ △ ） — —
の れ ん 相 当 額（ △ ） — —
企業結合により計上される
無形固定資産相当額（△） — —

証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た
自 己 資 本 相 当 額（ △ ） — —

繰 延 税 金 資 産 の 控 除 前 の〔 基 本 的 項 目 〕
計（ 上 記 各 項 目 の 合 計 額 ） — —

繰 延 税 金 資 産 の 控 除 金 額（ △ ） — —
計 （Ａ） 22,368 22,557

うちステップ･アップ金利条項付の
優 先 出 資 証 券 （ 注 2 ） — —

うち海外特別目的会社の
発行する優先出資証券 — —

補
完
的
項
目
（
Ｔ
ｉ
ｅ
ｒ
2
）

土地の再評価額と再評価の直前の帳簿
価 額 の 差 額 の 45% 相 当 額 1,327 1,242

一 般 貸 倒 引 当 金 1,202 1,238
負 債 性 資 本 調 達 手 段 等 5,700 6,200

う ち 永 久 劣 後 債 務 （ 注 3 ） — —
うち期限付劣後債務及び
期限付優先株（注4） 5,700 6,200

計 8,229 8,681
うち自己資本への算入額 （Ｂ） 8,229 8,681

控除項目 控 除 項 目 （ 注 5 ）（Ｃ） — —
自己資本額 （ A ）＋（ B ）ー（ C ）（Ｄ） 30,598 31,238
リ
ス
ク
・
ア
セ
ッ
ト
等

資 産（ オ ン・ バ ラ ン ス ） 項 目 288,839 279,248
オ フ・ バ ラ ン ス 取 引 等 項 目 6,138 5,347
信 用 リ ス ク・ ア セ ッ ト の 額 （Ｅ） 294,978 284,596
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル・ リ ス ク
相当額に係る額（（ G ）／ 8 ％ ）（Ｆ） 24,259 23,877

（ 参 考 ） オ ペ レ ー シ ョ ナ ル・ リ ス ク 相 当 額 （Ｇ） 1,940 1,910
計 （ E ） ＋ （ F ） （Ｈ） 319,238 308,473

単体自己資本比率（国内基準）＝D／H×100 9.58% 10.12%
（ 参 考 ）Tier1比 率 ＝A／H×100 7.00% 7.31%

　自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する
資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するた
めの基準（平成18年金融庁告示第19号。以下、「告示」という。）に定めら
れた算式に基づき算出しております。
　なお、当行は、国内基準を適用のうえ、信用リスク・アセットの算出に
おいては標準的手法を採用しております。

1．「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当である
かどうかを判断するための基準の特例（平成20年金融庁告示第79号）」を適用しております。

2．告示第40条第2項に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を
有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。）であります。

3．告示第41条第1項第3号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
（1）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
（2）一定の場合を除き、償還されないものであること
（3）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
（4）利払い義務の延期が認められるものであること

4．告示第41条第1項第4号及び第5号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還
期間が5年を超えるものに限られております。

5．告示第43条第1項第1号から第5号に掲げるものであり、他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額
が含まれております。

（注）

［単位：％］

区　　分
平成21年3月期 平成22年3月期
期　末 期中平均 期　末 期中平均

国 内 業 務 部 門 16.93 19.37 18.08 19.31
国 際 業 務 部 門 363.39 7,536.83 5,190.23 6,435.28
合 計 19.90 22.80 20.63 22.32

預証率

（注）預金には譲渡性預金を含んでおります。

［単位：％］

区　　分
平成21年3月期 平成22年3月期
期　末 期中平均 期　末 期中平均

国 内 業 務 部 門 75.19 73.14 72.44 71.74
国 際 業 務 部 門 — — ― ―
合 計 74.54 73.11 72.40 71.71

預貸率

（注）預金には譲渡性預金を含んでおります。

（注）1．総資産経常（当期純）利益率＝

2．純資産経常（当期純）利益率＝

×100

×100

経常（当期純）利益

総資産（除く支払承諾見返）平均残高

経常（当期純）利益

純資産平均残高

［単位：％］

種　　類
平成21年3月期 平成22年3月期

国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

資金運用利回り 2.04 1.58 2.08 1.83 1.36 1.86
資金調達原価 1.87 0.66 1.87 1.70 0.60 1.71
総 資 金 利 鞘 0.17 0.92 0.21 0.13 0.76 0.15

利回り・利鞘

［単位：百万円］

種　　類 平成21年3月期 平成22年3月期
預 　 金 1,073 1,048
貸 出 金 800 759
行 員 数 574人 596人

（注）1．預金には譲渡性預金を含んでおります。
2．行員数は期中平均人員を記載しております。なお、行員数には本部人員を含み、

出向者を含んでおりません。

行員1人当り指標

［単位：百万円］

種　　類 平成21年3月期 平成22年3月期
預 金 10,622 10,775
貸 出 金 7,918 7,802
店 舗 数 58店 58店

（注）1．預金には譲渡性預金を含んでおります。
2．店舗数には店舗外自動設備を含んでおりません。

1店舗当り指標

営業の状況営業の状況［経営指標］［経営指標］
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